
 

様式第１号（第７条関係） 

令和８年２月 25日  

松山港利用促進協議会会長 様 

 

松山市一番町４丁目４－２ 

株式会社○○○○ 

代表取締役 松山 太郎 

 

令和７年度松山港利用促進インセンティブ補助金（荷主向け）交付申請書 

 令和７年度において、松山港利用促進インセンティブ補助金の交付を受けたいので、令和６年度松山

港利用促進インセンティブ補助金（荷主向け）交付要綱第７条の規定に基づき、関係書類を添えて、次

のとおり申請します。 

 また、本件に関する内容について、他の関係機関等に照会することを了承します。 

記 

 

１ 補助金の種類（いずれか一つ選んでください） 

 ☑ 輸出貨物拡大支援事業   □ 輸入貨物拡大支援事業 

 

２ 利用貨物量（内訳は別紙１のとおり） 

 コンテナ貨物（TEU） 
備考 

 うちリーファーコンテナ 

今年度（R7.3.1～R8.2.28） 50 5  

前年度（R6.3.1～R7.2.28） d 0 0  

増加貨物量 a     50 b     5  

  ※「１」で選択した輸出又は輸入の貨物量を記入 

 

３ 補助金申請額        金 1,600,000円 

  （内訳） 

区分 金額 備考 

貨物量増加分 750,000円 
輸出の場合：a×15,000円（上限 50TEU） 

輸入の場合：a×10,000円（上限 50TEU） 

新規利用分 ※ 750,000円 a×15,000円（上限 50TEU） 

リーファーコンテナ分 100,000円 b×20,000円（上限 10TEU） 

  ※「新規利用分」欄は、「２」の d 欄がすべて０で、かつ過去に本補助金の交付実績がない場合のみ記入 

 

４ 添付資料（コンテナ貨物の利用実績（航路、荷主、貨物量、輸出入日など）が確認できる資料） 

  ①別紙１ 

  ②船荷証券（B/L）または Arrival Notice等の写し（今年度及び前年度分） 

  ※量が多いなどの理由により提出が困難な場合、②に代えて別紙２を作成の上添付すること。 

※②は松山港の利用が確認できる写しを添付すること。 

５ 連絡先 

※押印を省略する場合は、下記欄に本件の担当者と責任者を記載し、電子メールにより当協議会及び事業者双方の担当者と

責任者を宛先に含めて提出すること。押印を省略しない場合は、下記欄の記載は不要。 

本件責任者（職氏名・連絡先） 課長 愛媛一郎 xxxxx@yyyy.co.jp 

  担当者（職氏名・連絡先） 主任 松山三郎  zzzzz@yyyy.co.jp 

担当部署 物流課 担当者氏名 松山三郎 

電話番号 089-XXXX-XXXX メールアドレス zzzzz@yyyy.co.jp 

印 

押印を省略する

場合は削除 

【協議会側の担当者・責任者】※押印を省略しメールで提出する場合は下記アドレスを含めること 

担当（ＴＯ）：斎藤 saitou-kazuki@pref.ehime.lg.jp 

上席（ＣＣ）：植田 ueda-kunihiro@pref.ehime.lg.jp 

mailto:xxxxx@yyyy.co.jp
mailto:zzzzz@yyyy.co.jp
mailto:zzzzz@yyyy.co.jp


（別紙１） 

利用実績書 

 

１ 補助金の種類（いずれか一つ選んでください） 

  ☑ 輸出貨物拡大支援事業   □ 輸入貨物拡大支援事業 

 

２ 補助対象コンテナ貨物（１で選択した輸出又は輸入の貨物量を記入してください） 

 ○今年度（R7.3.1～R8.2.28）の補助対象貨物 

航 路 船社名 年月日 
補助対象貨物数量(TEU) 

品 目 
 

うちリーファー 
コンテナ(TEU) 

韓国航路 高麗海運 R7.4.10 10  機械類 

韓国航路 興亜ＬＩＮＥ R7.10.10 20  木材 

韓国～台湾航路 愛媛オーシャン・ライン R7.12.1 15  化成品 

神戸航路 井本商運 R8.2.15 5 5 精密機器 

      

合 計 50 5  

 

 ○昨年度（R6.3.1～R7.2.28）の補助対象貨物 

航 路 船社名 年月日 
補助対象貨物数量(TEU) 

品 目 
 

うちリーファー 
コンテナ(TEU) 

      

      

      

      

      

合 計    

 

  



（別紙２） 

利用実績一覧表 

※船荷証券１件につき１行ずつ記入し、貨物量の合計は、別紙１「利用実績書」の貨物量と一致させて

ください。なお、別紙１は船社ごとにまとめたので構いません。 

※スペースが足りない場合は、複数枚に分けて記入してください。

  （単位：TEU） 

【今年度（R7.3.1～R8.2.28）の補助対象貨物】 【昨年度（R6.3.1～R7.2.28）の補助対象貨物】 

年月日 利用航路 船社名 貨物量 年月日 利用航路 船社名 貨物量 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

合 計  合 計  

対象貨物量が多いなどにより、船荷証券等の提出が困難な場合、本書を作成すること。 

船荷証券１件につき１行ずつ記入し、別紙１は船社ごとにまとめて記載。 



 

様式第２号（第９条関係） 

 

令和８年３月 10日  

 

松山港利用促進協議会会長 様 

 

 

松山市一番町４丁目４－２ 

株式会社○○○○ 

代表取締役 松山 太郎 

 

 

令和７年度松山港利用促進インセンティブ補助金（荷主向け）請求書 

 

令和７年度松山港利用促進インセンティブ補助金について、令和７年度松山港利用促進インセンティ

ブ補助金（荷主向け）交付要綱第９条の規定に基づき、次のとおり請求します。 

 

記 

 

金 1,600,000円 

 

 

金融機関名 ○○銀行 

本 支 店 名 本店 

口 座 種 別 普 通  ・  当 座 

口 座 番 号 1234567 

（フリガナ） 

口座名義人 

ｶ)○○○○ 

株式会社○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※押印を省略する場合は、下記欄に本件の担当者と責任者を記載し、電子メールにより当協議会及び事業者双方の担当者と

責任者を宛先に含めて提出すること。押印を省略しない場合は、下記欄の記載は不要。 

本件責任者（職氏名・連絡先）  

  担当者（職氏名・連絡先）  

 

印 


